
・ 八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業の入札説明書等に関して、2026年7月3日（金）までに
寄せられた質問について回答を公表します。

・ 質問は、原文のまま掲載しておりますが、明らかな誤字、脱字及び表記の誤りと判断された箇所について
は、一部修正しております。

八重瀬町・与那原町

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業

入札説明書等に関する質問・意見への回答

2026年8月7日



【入札説明書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

1 入札説明書 1 第1 3 事業方式

「2町の土地に（取得予定）」とありますが、土
地取得が完了するのはいつ頃でしょうか。事業
者が想定すべき事業スケジュールを策定するた
めにご教示いただけないでしょうか。

令和9年度中に事業用地を取得し、宅地造成工事
を令和10年4月末までに行うことを予定しており
ます。

2 入札説明書 4 第1 8
事業のスケジュー
ル

施設の維持管理・運営が2029年9月となっており
ますが、P28では8月から提供日数が算出されて
おります。8月も一部給食提供日があるという認
識でよろしいでしょうか。

供用開始は夏休み明けから予定しています。学
校ごとに給食提供開始が異なることが想定され
るため、供用開始前に2町と事業者で協議のう
え、給食提供を開始予定しています。
該当箇所について施設の維持管理・運営を2029
年8月下旬に修正します。

3 入札説明書 4 第1 8
事業のスケジュー
ル

採択以降の期間が短いように感じます。基本協
定上も締結後のSPC設立手続きの記載があります
が、どのように考えていますでしょうか。

令和9年3月議会での上程を想定したスケジュー
ルとしておりますが、採択以降のスケジュール
は事業者と協議のうえ変更することも可能で
す。

4 入札説明書 5 第2 1 イ
入札参加者の構成
等

金融機関からの長期借入を想定しないなか、SPC
を設立・運営する体制をご指定されている目的
について教えてください。また、SPC設立・運営
にあたっては、相応の会社維持コストが発生し
ますが、そちらについては予定価格には含まれ
ているのでしょうか。（昨年の地元説明会資料
ではその旨見当たりませんでした）

前段について、2町との契約の相手方をSPCに一
本化することにより責任分担を明確化するこ
と、また、設計から維持管理・運営までトータ
ルでのライフサイクルコスト最適化を図ってい
ただくためです。
後段について、SPC経費についても予定価格に含
まれています。

5 入札説明書 13 第3 1
事業者の募集及び
選定の手順

第1回質問に対する回答予定日が8月7日（金）と
なっておりますが、参加表明書および参加資格
審査書類の受付期間・提出期限が8月12日（水）
～8月14日（金）であり、回答内容を踏まえて各
種提出書類を準備するための期間が限られてお
ります。
参加表明書及び参加資格審査書類の作成・提出
に影響する質問事項についてのみ、可能な範囲
で先行してご回答いただくことは可能でしょう
か。

参加資格審査書類の作成・提出に影響する質問
事項は無かったため、原案のとおりとします。

6 入札説明書 20 第4 2 (2) イ 提供食数

アレルギー対応食の提供については、供用開始
後に２町と事業者で協議の上決定との記載や、
要求水準書（P17, e)にアレルギー調理に必要な
調理設備及び各備品の調達・設置は行わないこ
との記載があります。この内容から鑑み、図面
上に50㎥以上のスペースにアレルギー対応各機
器・備品の記載のみで、事業費には算出しない
との理解で間違いありませんか。

ご理解のとおりです。なお、レイアウト案（機
器を破線表示等）および参考見積書を提案時に
作成していただきます。

7 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

入札公告では、事業予定価格（全体）が
8,230,456,000円（税込）と示されています。
一方、基本計画（令和６年７月公表）では、
・概算建設事業費：約50億1,000万円
・概算運営・維持管理費：約2億8,000万円／年
（15年間）
と記載されております。
昨今の建設資材価格や労務費等の高騰を踏まえ
ると、基本計画時点から事業費が増加すること
も想定される中、今回公表された事業予定価格
は、基本計画における概算事業費（全体）を下
回る水準となっております。
つきましては、事業予定価格の算定に当たり、
基本計画からどのような前提条件の見直し（事
業範囲、整備内容、物価上昇率、維持管理・運
営費の考え方等）が行われたのか、算定根拠を
ご教示ください。

基本計画p.85～86に記載の概算建設事業費及び
概算運営・維持管理費については、従来方式に
より事業を実施した場合の概算額を示したもの
です。
ご質問に記載の約2億8,000万円にはPFI対象外経
費が含まれています。

また、PFI方式により事業を実施した場合の概算
額につきましては、基本計画p.90 表中「②PFI
方式導入の場合の財政支出額」に記載している
金額が該当いたします。

なお、基本計画時より延べ床面積を縮減（3,587
㎡→3,300㎡）、及び見積書等の精査により事業
費の見直しを行いました。
予定価格の算定根拠につきましては、入札に影
響を及ぼすため公表を差し控えさせいただきま
す。

8 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

R8.11に事業費の提案することになりますが、実
際の工事着手は一年後となります。
この間の物価スライドがあると考えますが、そ
の際の増額を見込んでいただけますか

サービス対価A(設計業務を除く)及びサービス対
価Cにつきましては、物価スライドの適用対象と
なっております。
詳細につきましては、入札説明書p.32「4　サー
ビス対価の改定」をご参照ください。
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【入札説明書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

9 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

令和6年７月の広域連携学校給食センター基本計
画P48～50における事業費は92.1億円（税込　15
年換算）の算出となっていますが今回の予定価
格は約82.3億円（税込15年換算）となっており
大幅なコストダウンとなっています。昨今の物
価上昇を考慮するとかなり厳しい価格となって
いますが、予定価格の算定根拠、算定時期をご
提示願います

入札説明書に関する質問書回答No.7を参照くだ
さい。

10 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

入札公告では、事業予定価格が8,230,456,000円
(税込み)と記載されておりますが、2年前の令和
6年7月に公表された「広域連携学校給食セン
ター基本計画」では、水光熱費を除いて、
8,360,000,000円(税込み)となっております。こ
の2年間でも急速な人件費・物価上昇が続いてお
りますが、なぜ2年前から減額になっているの
か、ご教示いただけないでしょうか。またこの
金額は、実際に稼働予定の令和11年(3年後)を見
据えた金額になるのでしょうか。

入札説明書に関する質問書回答No.7及びNo.8を
参照ください。
なお、予定価格は入札公告時の金額です。

11 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

予定価格に関して、非常に厳しい金額が設定さ
れており、入札価格を予定価格以下に抑えるた
めには、各業務の要求水準を適切に充足できる
コストを把握したうえで、提案内容を検討する
必要があります。このため、参考までに、予定
価格の内訳（サービス対価Ａ相当額、サービス
対価Ｂ相当額、サービス対価Ｃ相当額）をご教
示いただけないでしょうか。

PFI事業につきましては、各業務の要求水準を確
実に満たし得るコスト構造を的確に把握したう
えで、提案内容を検討いただくことが重要であ
ると認識しています。
そのうえで、PFI事業者の創意工夫や経営の効率
化等により、従来方式では得られないコスト縮
減効果やサービス向上を期待しているところで
す。
予定価格の算定根拠につきましては、入札に影
響を及ぼすため公表を差し控えさせいただきま
す。

12 入札説明書 20 第4 3 (2) イ 予定価格

予定価格の算出基準日ございましたらご教授い
ただくことは可能でしょうか。

入札説明書に関する質問書回答No.10を参照くだ
さい。

13 入札説明書 20 第4 3 (2) 予定価格

予定価格には、SPC関連経費は含まれているので
しょうか。例えば、SPC設立費用・税務会計費
用・SPC管理費用のほか、建中資金繰りのための
金融機関からの資金調達費用（手数料・金利
等）を含めると、１億円以上の経費が発生する
見込みです。

入札説明書に関する質問書回答No.4を参照くだ
さい。

14 入札説明書 23 第6 6 契約保証金

契約保証金については、履行保証保険加入の場
合には免除されるとの理解で宜しいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

15 入札説明書 別紙2 1
サービス対価Aの算
定方法

※2の記載について、建設業務完了後の一括支払
いと認識しているため、事業者への影響はない
という理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

16 入札説明書 別紙2 3 (1) ①
【表サービス対価
Ｃの算定方法】

学校給食調理固定費として車両調達が含まれて
いますが、事業者にて購入した場合には、サー
ビス対価Aの「各種備品調達」に含まれるとの理
解でよろしいでしょうか。車両調達が購入の場
合はサービス対価A、リース調達の場合はサービ
ス対価Cの学校給食調理固定費に含まれる認識で
よろしいでしょうか

ご理解のとおりです。

17 入札説明書 別紙2 3 (1) ②
【表サービス対価
Ｃの算定方法】

調理従事者（正社員・パート含む）の全ての人
件費は②変動費に該当するという認識で良い
か。または、正社員は固定費、パートは変動費
という認識でよろしいでしょうか。

正社員・パートのいずれも提供食数に関係なく
生じる人件費及びSPC経費等については固定費、
提供食数に応じて変動し得る費用は変動費とし
て提案してください。なお、固定費についても
入札説明書p.34に示すサービス対価Cの改定の対
象となります。

18 入札説明書 別紙2 3 (2) イ
提供給食数の決定
方法

「予定給食数が200食を～事業者は予定給食数か
ら200食を減じた食数により、変動費を算定す
る。」と記載があるが、変動費の算定方法とし
ては「減少食数(200食以上の減)×１食単価」と
いう認識でよろしいでしょうか。

本記載について、変更給食数が200食以上減と
なった場合においても、200食分までしか引かず
計算する意味になります。例として予定給食数
から実施給食数が300食減となっても、支払の変
動費は200食を減じた金額とする意味です。
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【入札説明書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

19 入札説明書 別紙2 3 (2) イ
提供給食数の決定
方法

予定給食数と実施給食数の差は200食以内を基本
とする場合に、-200食を下回る場合は予定食数
から200食を減じた食数、200食を超える場合は
協議とあります。200食を超える場合には200食
を増した変動費算定に変更願います。

表に記載のとおりですが、200食を超える増と
なった場合については、200食＋事業者が提供を
応諾した食数分の変動費支払いとなります。
なお、協議を行うのは、200食を超える増の場
合、事業者対応が困難となる可能性を考慮して
います。事業者が200食を超えて応じられない場
合は200食になります。

20 入札説明書 別紙3 1
サービス対価の構
成

配送車両をリース方式で調達する場合、当該費
用は、サービス対価Aではなく、サービス対価C
①でお支払いいただけるという理解でよろしい
でしょうか。

ご理解のとおりです。
入札説明書に関する質問書回答No.16をご参照く
ださい。

21 入札説明書 別紙3 2
サービス対価の支
払い方法

サービス対価Ａの支払方法に関して、建設業務
完了後の一括払いとなっていますが、この場
合、ＳＰＣは施設整備費を賄うために金融機関
から長期間にわたり借入を行う必要があり、入
札価格を算定するうえで増加要因となります。
設計・建設期間中の支払利息や融資手数料など
ＳＰＣの諸経費を抑えるため、業務の進捗に対
応した支払（設計費は設計業務完了後の一括払
い、建設費は年度毎の出来高払いなど）に修正
していただけないでしょうか。

原案のとおりとします。
なお、予定価格は建設中の金利も含めた金額と
しています。

22 入札説明書 別紙3
別紙3_サービス対
価の支払い方法

サービス対価Aの支払い方法が建設業務完了後に
一括支払いとなっております。本事業における
建設企業は町内企業であるため、工事費用を立
て替えることは難しく、金融機関から融資をう
けるとコストが発生し、予定価格に収めること
が困難な状況です。毎年度の出来高に応じて一
括支払金として支払うとしていただけないで
しょうか。

入札説明書に関する質問書回答No.21をご参照く
ださい。

23 入札説明書 別紙3 4 (1) (ｲ)
サービス対価Aの改
定

15/1000を超える額について改定するとのことで
すが、事業予算が厳しい中、15/1000未満の額に
ついても、物価改定の対象として含めていただ
きたい。

国土交通省が示す全体スライド条項の運用に準
じて設定しているため、原案のとおりとしま
す。

24 入札説明書 別紙3 4 (1) (ｳ) b
サービス対価Aの改
定

サービス対価の改定の基準日が「入札公告日と
基準日」の間の物価変動に対して、サービス対
価の改定をお認めいただけるとのことですが、
本事業における予定価格算出日など「入札公告
日」以前の日付にしていただけないでしょう
か。直近の他事例と比較するとかなり厳しい予
定価格とお見受けしております。可能な限り、
昨今の物価上昇に対し、事業者へ配慮いただけ
ますようにご検討をお願いいたします。

予定価格算出日は入札公告日としているため、
原案のとおりとします。

25 入札説明書 別紙3 4 (1) (ｴ) a
サービス対価Aの改
定

物価変動に対して内閣府から令和7年3月31年付
の通知「PPP/PFI事業における物価上昇への対応
について（通知）」において、「当該市場価格
に対する感応度が高い物価指数を採用するとと
もに、対象業務ごと、対象費用項目ごと、対象
地域ごとに連動した物価指数を採用することが
望ましい。」と記載されており、昨今の建設物
価高騰を鑑み、建設費指数(工場 Factory Ｓ－
工事原価) だけでなく、高騰が続く設備工事に
対しては、別途「設備」の指標の適用をご検討
いただけないでしょうか。

設備工事については、建設費指数（工場
Factory Ｓ－設備）の指標を適用とし、該当箇
所を追記・修正します。
なお、入札説明書p.34 4(1)(ク)のとおり、改定
指標を提案することは可能です。

26 入札説明書 別紙3 4 (1)
サービス対価Aの改
定

サービス対価A全体が改定されるという認識でよ
ろしいでしょうか。

設計業務を除くサービス対価Aが価格改定の対象
となります。
なお、各項目ごとの価格改定は入札説明書p.33
4(1)(エ)に示すとおりとなります。
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【入札説明書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答
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27 入札説明書 別紙3 4 (2) イ (ｲ)
サービス対価Cの改
定

改定率αの計算式内指標『物価指数の平均値』
について、p35表の物価指標の正社員・パートの
人件費の加重平均にて当該指標を算出したもの
でしょうか。当該指標の計算式をご教示頂けま
すでしょうか。

ご理解のとおりです。計算式については以下の
とおりとし、該当箇所について追記・修正しま
す。
（提案時の正社員人件費×t-2年7月～t-1年6月
の正社員の物価指数平均値）＋（提案時のパー
ト人件費×t-2年7月～t-1年6月のパートの物価
指数平均値）／（提案時の正社員人件費×t-3年
7月～t-2年6月の正社員の物価指数平均値）＋
（提案時のパート人件費×t-3年7月～t-2年6月
のパートの物価指数平均値）
※各物価指標については、t-3年7月～t-2年6月
の物価指数平均値を 1 として基準化し、当該基
準値に対する比率により算定すること。
※小数点第４位以下の端数は、切り捨てるもの
とし、αの絶対値が15/1,000 に満たない場合
は、改定を行わない。
※なお、毎月公表されない指数については、当
該年度の指数を採用する。

28 入札説明書 別紙3 4 (2) イ (ｴ)
サービス対価Cの改
定

③配送車の燃料費、④修繕・更新費の物価指標
をご教示頂けますでしょうか。

入札説明書p.35-36【表 物価変動による見直し
時のサービス対価Cの改定方法】に記載の消費税
を除く企業向けサービス価格指数（その他諸
サービス）です。
なお、入札説明書p.36 ※2のとおり、改定指標
を提案することは可能です。

29 入札説明書 別紙3 4 (2)

【表物価変動によ
る見直し時のサー
ビス対価Ｃの改定
方法】

改定方法：①学校給食調理固定費・②学校給食
調理変動費の注釈について「正社員及びパート
の合算額が…」と①と②で同じ記載があるが、
正社員は固定費、パートは変動費という認識で
よろしいでしょうか。

入札説明書に関する質問書回答No.17を参照くだ
さい。

30 入札説明書 別紙3
実施方針　質問書
回答No.50（令和8
年5月11日公表）

別紙3-1においてサービス対価Ａに工事監理費が
含まれる旨が明示されている一方、別紙3-4-(1)
の物価スライドに伴う改定率の指標（（エ）a～
c）に工事監理費に対応する指標の規定がなく、
また実施方針に関する質問書回答 No.50（令和8
年5月11日公表）では設計費のみが改定対象外と
明示されています。
工事監理費は物価スライドに伴う改定の対象と
なりますか。対象となる場合、適用する改定率
の指標もご教示ください。

工事監理費についてもサービス対価の改定の対
象となります。改定指標は「建設物価（一般財
団法人建設物価調査会）：建設費指数(工場
Factory Ｓ－工事原価)」とし、入札説明書の該
当箇所を追記・修正します。

31 入札説明書 別紙4 3 (2)
要求水準を満たし
ていない場合の措
置

レベル６記載の「異物混入」とは、硬質異物
（金属片、ガラス類）と衛生害虫（ゴキブリ
等）という認識でよろしいでしょうか。
また、軟質異物（ビニール片、手袋、毛髪等）
や食材由来（骨、種、木片等）に関しては、ど
のレベルに該当するかご教示ください。

レベルの記載のとおり、基本的には軽症者が発
生した場合はレベル６、重傷者等が発生した場
合はレベル７が想定されますが、個別具体の事
象により判断されます。
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【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

1 要求水準書 4 第1 4 (4) ア (ｷ)
2町が実施する業務
（参考）

食器・食缶等更新業務の中には、施設備品（2町
専用備品、共用備品）ならびに調理備品は含ま
れるとの理解でよろしいでしょうか。

要求水準書p.46に示す2町専用備品は2町で更新
します。
共用備品は、維持管理業務の施設備品等維持管
理業務、調理備品は運営業務の運営備品保守管
理業務において事業者にて更新していただきま
す。
各備品の所有や更新について、施設備品等維持
管理業務に追記修正します。

2 要求水準書 5 第1 5 (1) 遵守すべき法令等

「昭和36年法律第191号」は、令和4年に廃止さ
れた旧法「宅地造成等規制法」の法律番号で
す。現行法「宅地造成及び特定盛土等規制法
（盛土規制法）」の正しい法律番号は「令和4年
法律第55号」（令和5年5月26日施行）と認識し
ています。
本書類における法律番号は、旧法の番号が誤っ
て記載されたものと思料しますが、「令和4年法
律第55号」への訂正をご検討いただけますで
しょうか。

現行法は旧法を抜本改正し、令和5年5月に現在
の名称へ変更したものですが、法律番号は「昭
和36年法律第191号」となります。

3 要求水準書 7
給配水管施設任意
図

「給配水管施設任意図」において、県道131号線
から給食センター事業用地（敷地境界）までの
区間に PE（FE）φ100㎜の給配水管が示されて
います。
当該区間（敷地外・道路部分）の給水引込配管
工事（掘削・配管・舗装復旧等を含む）は、2町
と事業者のいずれが施工し、費用を負担するも
のでしょうか。

事業用地前までは2町が整備し、費用を負担しま
す。本工事のための給水引込配管工事は関係機
関と協議した上、事業者が施工し、費用を負担
してください。

4 要求水準書 8 第1 7 (1) ア 費用の負担区分

「維持管理業務及び運営業務の実施に係る光熱
水費は、2町が負担する」とありますが、開業準
備期間中に発生する光熱水費も2町で負担すると
のこと追記いただけないでしょうか。

光熱水費の負担は開業準備業務も含むものとし
て該当箇所を修正します。また、p.53 第7.2(4)
ウ文末に「ただし、光熱水費は除く。」を追記
します。

5 要求水準書 9 第2 1 敷地条件等

敷地条件等にて「※1：現在私有地を含む（2町
にて取得）。」と記載がありますが、取得スケ
ジュールは決まっているのでしょうか。
また、事業用地の確保についてのリスク分担は
自治体様側であるという理解でよろしいでしょ
うか。

前段については入札説明書に関する質問書回答
No.1を参照ください。
後段についてはご理解のとおりです。

6 要求水準書 9 第2 1 厨房除害施設

報得川水域に適用される上乗せ排水基準の対象
項目及び基準値の最新版を提示頂けますでしょ
うか。

沖縄県南部保健所へお問い合わせください。

7 要求水準書 10 第2 2 (1) イ
児童・生徒・職員
数及び学級数等

資料4 配送校の児童・生徒数・学級数（令和7年
度）と資料8 配送校のコンテナ配置計画（令和7
年度）を見ますと、東風平小のクラス数が、前
者は合計34クラスに対し、後者は合計39クラス
となっております。適切なコンテナ台数確保の
為、どちらを正とすれば宜しいかご教示下さ
い。

資料4の34クラスが正です。資料8を修正しま
す。

8 要求水準書 10 第2 2 (1) ウ (ｲ) 献立方式

揚げパン提供について、「納入されたパン箱を
使用して配送することを想定する」とあります
が、納入されたパン箱は洗浄せずに再度加熱後
の揚げパンを配缶して配送するという認識でよ
いですか。

ご理解のとおりです。

9 要求水準書 10 第2 2 (1) ウ (ｲ) 献立方式

揚げパン提供について、「一部の学校を対象に
輪番で提供することを想定して事業者と協議す
る」とありますが、厨房機器能力および調理能
力算定のため、同日に提供を想定する最大食数
をご教示ください。

供用開始当初の提供食数は,1,000～2,000食程度
を想定していますが、厨房機器能力としては最
大7,500食の調理が可能な機器を想定していま
す。

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

5



【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

10 要求水準書 11 第2 2 (1) オ (ｱ) 配送

想定している配送車両の諸元をご教示くださ
い。

配送車両につきましては、事業者が選定された
後に具体的な車種・仕様が確定するものであ
り、現時点で詳細な車両について定めていませ
ん。
ただし、事業の実施に必要な台数等について
は、安全かつ確実な配送が可能な車両を確保す
ることを前提としております。
なお、現在使用している配送車両のサイズは、
資料9をご参照ください。装備については以下と
なります。
【八重瀬町】配送車3台、パワーゲート/有1台、
無2台
【与那原町】配送車2台、パワーゲート/有1台、
無1台

11 要求水準書 11 第2 2 (2) イ 施設規模

要求水準書の施設規模で規定する延べ面積につ
いて、荷捌き部の庇は含まないものと明記され
ていますが、庇下のプラットホーム部分（建築
基準法上、床面積として算入される部分）は含
まれますか。

要求水準上の延べ面積は、プラットホーム・荷
捌き等の庇下部面積は含まないで算出してくだ
さい。なお、様式12-3においては、建築基準法
上の延べ面積を記載し、備考欄に要求水準上の
延べ面積を記載してください。

12 要求水準書 11 第2 2 (2) イ 施設規模

要求水準書の施設規模で規定する延べ面積は、
建築基準法上の床面積の算定方法に準拠して算
出して宜しいでしょうか。

要求水準書に関する質問書回答No.11を参照くだ
さい。

13 要求水準書 11 第2 2 (2) イ 施設規模

延べ面積3,300㎡に附属施設の面積は含まれない
と考えて宜しいでしょうか

ご理解のとおりです。

14 要求水準書 11 第2 2 (2) 延べ床

延べ面積は3,300㎡程度（±10％の範囲内とし荷
捌き部の庇は含まないものとする）との記載で
すが、予定価格に納める方策として±15％にし
ていただけませんか。

適正な延床面積を確保するため、原案のとおり
とします。

15 要求水準書 11 第2 2 (3)
本施設に求める耐
久性能

『事業期間内においては、～計画とするこ
と。』の記載について、維持管理業務要求水準
に記載のあるように、事業終了後2年間の劣化に
よる修繕が発生しないよう、事業期間中から事
業者側での修繕が必要という理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

16 要求水準書 13 第2 3 (2) イ 諸室の構成

一般エリア/町専用部分/書庫の室配置につい
て、同一階に限らず共用部分を介した室配置で
も問題ないでしょうか。

事業者提案に委ねます。
ただし、運用に支障のない室配置にしてくださ
い。

17 要求水準書 14 第2 3 (2) ウ (ｱ) b
泥落とし・皮むき
室

泥落とし・皮むき室は提案によりコーナーとし
てもよい。とありますが、コーナーとした場合
に野菜荷受室と隣接するかは事業者の提案でよ
ろしいでしょうか。

泥等による汚染が広がらない構造かつ、最適な
作業動線の確保を前提として可とします。

18 要求水準書 16 第2 3 (2) ウ (ｱ) o 特別洗浄室

感染性胃腸炎等により回収された食器・食缶及
びコンテナ類とは学校で一度洗浄・消毒された
ものが給食センターへ返却されるとの認識でよ
いですか。

学校では食器・食缶類のみ簡易的な洗浄・消毒
を行います。

19 要求水準書 17 第2 3 (2) ウ (ｲ) b 煮炊き調理室

(f)一般エリアの共用部分等から煮炊き調理の様
子を見学できる窓を設けること。 と記載です
が、見学窓なしで、モニタリング用カメラの映
像で見学する施設計画にしてもよいですか。

原案のとおりとします。

20 要求水準書 18 第2 3 (2) ウ (ｳ) a 調理員用更衣室

5/11の質問回答において、シャワー室は必須と
の回答をいただいておりますが、必須とされる
背景・目的をご教示ください。当社のこれまで
の給食施設における運営実績では、シャワー室
の利用頻度は極めて低く、必須設備として整備
する必要性は高くないと考えております。
そのため、シャワー室については事業者提案事
項とし、設置の有無を事業者の提案に委ねてい
ただくことは可能でしょうか。
また、現在の給食センターにおけるシャワー室
の利用状況（利用頻度、利用人数等）がござい
ましたら、併せてご教示ください。

シャワー室の設置につきましては、原案のとお
りといたします。
要求水準書への記載内容は、調理員及び栄養士
へのヒヤリング、並びに他事例を参考として設
定しております。
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【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

21 要求水準書 18 第2 3 (2) (ｳ) b 調理員用便所

（a）男女別とすること。とありますが、性別専
用個室便所という理解で問題ないでしょうか。

ご理解のとおりです。

22 要求水準書 18 第2 3 (2) (ｳ) c 調理員用休憩室

（b）男女別に区分することができるようにする
こととありますが、ローパーティションなどで
簡易に区画するという考えで問題ないでしょう
か。

固定壁もしくは可動間仕切り等によって男女別
に室を区分できるよう整備をお願いします。

23 要求水準書 19 第2 3 (2) ウ (ｴ) b 多目的室

14人以上を収容できる広さとする。と記載です
が、質疑回答では学校見学の1度の来場は1～2ク
ラス（最大80名程度）と回答でした。学校見学
できた子供たちは、14人程度で交代で多目的室
を使用すると理解してよいですか。

ご理解の通りです。
前回示した回答はあくまで例示であり、必ずし
も当該方式を求めるものではありません。
見学については、調理工程の見学が可能であ
り、食育に寄与する内容を盛り込んだ提案を期
待するものとします。

24 要求水準書 19 第2 3 (2) ウ (ｴ) b 多目的室

見学人数の想定をご教示ください。見学エリア
の必須規模・仕様の最低条件はあるかをご教示
ください。また、見学自体は多目的室以外から
の想定はないと考えて問題ないでしょうか。

要求水準書に関する質問書回答No.23を参照くだ
さい。
なお、多目的室以外からの見学方法につきまし
ては、事業者の提案に委ねるものとします。

25 要求水準書 20 第2 3 (2) ウ (ｴ) h 書庫

書庫（約30㎡程度）について、保管対象物およ
び想定保管量をご教示ください。また、保管機
能を満たすことを前提として、独立した室では
なく事務室内収納や一部共有スペースによる対
応も可能と考えて宜しいでしょうか。また階層
を跨いだ分割配置（例：1階・2階への分散配
置）により、同等の保管機能および運用性が確
保される場合、要求水準を満たすものと考えて
よいですか。

保管対象物は給食センターの調理関連書類及び
事務資料(A4書類保存箱3箱/年)、大型教材(掲示
物等)、設計・建設・運営維持管理等に関する資
料一式を想定しています。
また、既存センターに保管されているA4書類保
存箱(約50箱)も移管されます。
上記保管対象物の保管機能を満たすことを前提
として、事務室内収納や一部共有スペースによ
る対応も可とします。なお、一部共有スペース
の場合は施錠できる構造としてください。
また、2階への配置も可とし、分散配置について
は、保管しやすさを踏まえ2室までとします。

26 要求水準書 22 第2 3 (5) イ (ｴ)
配送車両置き場、
洗車スペース

洗車排水系統に雨水排水が流入しない計画とあ
りますが、洗車排水が雨水に流入しないように
計画すると考えて宜しいでしょうか。それと
も、屋根が必要という意味でしょうか。

ご理解のとおりです。屋根等の設置については
提案に委ねます。

27 要求水準書 26 第2 4 (2) イ (ｹ) 時計表示設備

チャイム機能を有する時計を設けること。とあ
りますが、チャイム機能は事業者の提案とさせ
ていただくことは可能でしょうか。

原案のとおりといたします。

28 要求水準書 35 第3 2 事前調査業務

電波障害調査等とありますが、「等」の内容に
ついてご提示ください。

要求水準書に示すとおり、自らの提案において
必要となる各種調査業務を事業者の責任におい
て、必要な時期に適切に行ってください。

29 要求水準書 35 第3 2 事前調査業務

電波障害調査は、机上検討調査を行うという理
解で宜しいでしょうか。そうでない場合は、調
査の詳細内容をお知らせください。

要求水準書に関する質問書回答No.28を参照くだ
さい。

30 要求水準書 35 第3 2 事前調査業務

電波障害調査の結果に伴う対策検討及び工事に
ついては別途と考えて宜しいでしょうか。

各種調査業務の結果により必要となる対策検討
及び工事は、事業者の負担において実施してく
ださい。

31 要求水準書 36 第3 3 (2) イ
開発許可及び確認
申請等

「開発許可申請手続は不要」と明記されていま
すが、2町が実施する造成工事・雨水貯留施設整
備に係る盛土規制法上の手続き（許可申請・届
出等）についても2町が実施するものとの理解で
よいでしょうか。

ご理解の通りです。

32 要求水準書 37 第3 3 (4) ア l 基本設計終了時

測量成果簿とありますが、具体的にどのような
内容の提出が必要かご提示ください。

不要のため削除します。
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【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

33 要求水準書 38 第4 2 (1) 工事監理業務

工事監理業務における技術者配置について、工
事内容及び規模を踏まえ、主要工程や各種検査
時に重点的に立会、工事監理を行う重点監理を
想定しております。重点監理による対応と考え
て宜しいでしょうか。
※他市町村の給食センターＰＦＩ事業も重点監
理で対応しています。

重点監理による対応を認めますが、品質管理上
重要となる工程や各種検査においては十分な監
理体制を確保してください。

34 要求水準書 38 第4 2 (1) 工事監理業務

中間検査、完了検査等手数料は別途と考えて宜
しいでしょうか。

事業者の負担になります。

35 要求水準書 38 第3 3 (4) イ o 実施設計終了時

地質調査資料とありますが、具体的にどのよう
な内容の提出が必要かご提示ください。

事前調査業務にて実施する地質調査結果につい
て、設計を行う上で必要となる情報が確認でき
る資料一式を想定しています。

36 要求水準書 38 第3 3 (4) イ q 実施設計終了時

建築模型（A1）の提出が求められていますが、
スケールをご提示ください。また、対象は計画
敷地内のみとし、周辺施設は含まないと考えて
宜しいでしょうか。

スケールは「1/200程度」とし、模型サイズは
「A1程度」を目安として作成をお願いいたしま
す。
作成範囲は、基本的には計画敷地内を対象とし
てください。敷地内の高低差や3方向の接道状
況、建物配置計画、外構計画、および植栽等の
状況が把握できる範囲での表現をお願いしま
す。なお、周辺施設については必須ではありま
せんが、必要に応じてボリューム模型等で表現
することは可能です。
詳細な仕様につきましては、契約締結後に改め
て協議のうえ決定いたします。

37 要求水準書 38 第3 3 (4) 実施設計終了時

確認申請、構造適合判定等各種手数料は別途と
考えて宜しいでしょうか。

事業者の負担になります。

38 要求水準書 40 第5 1 (4) キ 留意事項

「建設業務期間中、本施設において2町が行う工
事の有無を確認し、実施時期等の調整を行うこ
と。」あります。現時点で想定されている工事
がありましたら、工事内容及び工期等について
ご教授ください。

宅地造成工事と、それにあわせて雨水貯留施設
整備を令和10年4月末まで行うことを予定してお
ります。

39 要求水準書 40 5 1 4 カ 留意事項

台風襲来時の対策や、緊急時の工事や作業はそ
の限りではないとの認識でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。なお、台風・豪雨等の自
然災害の場合においても、周辺環境への配慮及
び安全確保を前提とし、可能な限り事前に2町へ
報告・協議のうえ実施するものとします。

40 要求水準書 46 第6 イ 食器・食缶

食器、食缶の更新は、町側。初期調達は事業範
囲になっておりますが、予定価格に納めるため
に、初期調達も町側に事業範囲を変えていただ
きたいです。

原案のとおりとします。

41 要求水準書 46 第6 2 (1) 食器・食缶等

予定価格が非常に厳しい条件であることを踏ま
え、食器・食缶等の初期調達については、本事
業の対象外としていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。

42 要求水準書 48 第6 2 (1) ア 食缶

和え物用食缶において「保冷剤あり」とありま
すが、高い保冷性能があり10℃以下を保持して
給食配送が可能であれば、保冷剤の使用につい
ては事業者提案とさせて頂けないでしょうか。

夏場を含め喫食開始までに10℃以下を保持する
ことが可能であることを前提に事業者提案とし
ます。

43 要求水準書 48 第6 2 (1)
食器・食缶等
／【食缶】

要求水準書(案)に関する質問回答（令和7年5月
11日公表）のNo91にて、食缶内部にプレスに加
工した目盛りがあるものとして。との回答です
が、配缶時にひしゃくで量を調整するので目盛
りなしでもよいですか。

原案のとおりとします。

44 要求水準書 51 第6 3 オ 配送車両調達業務

配送車両については、事業者が調達し、購入又
はリースなど手法を問わないとされています。
購入の場合、配送車両の所有権は2町、事業者の
どちらでしょうか。

配送車両の所有は事業者となります。
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【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

45 要求水準書 51 第6 3 配送車両調達業務

配送車両は所有移転の対象外であり、事業者所
有資産との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

46 要求水準書 51 第6 3 配送車両調達業務

配送車両をリースで調達する場合、事業期間終
了後、配送車両は引渡しの対象外と理解してよ
ろしいでしょうか。

現時点ではご理解のとおりです。
なお、事業終了前に引渡しを含め協議させてい
ただく場合があります。

47 要求水準書 52 第7 2 開業準備業務

現在、貴市センターに従事している従業員の継
続雇用について、貴市として期待しています
か。また、継続雇用を期待される場合、開業準
備中も既存センターに従事しているため研修や
教育、リハーサルに配慮が必要だと思慮しま
す。既存センターに従事している従業員の最終
出勤日をご掲示ください。

継続雇用については要求水準書p.69(4)キを参照
ください。
最終出勤日については、開業準備前までに協議
を踏まえて決定するものとします。

48 要求水準書 52 第7 2 開業準備業務

従業員は開業準備中も貴市給食センターに従事
しているため、平日にリハーサルが実施出来る
可能性が低いです。土日になる場合でも貴市に
もご協力いただけるという認識でよろしいで
しょうか。

協議に応じます。
ただし、開業準備期間については、夏休み期間
と重なることから継続を希望する従業員への影
響は限定的であると想定しています。

49 要求水準書 53 第7 2 (4) 調理リハーサル

リハーサルで実施した食材に関しては減量化及
び資源化をすることが基本とし、提供しないと
いう考えでよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

50 要求水準書 53 第7 4
開業準備期間中の
維持管理業務

建築保守管理、建築設備保守管理における点検
頻度や、清掃における清掃箇所や清掃頻度、警
備における対応日や対応時間は事業者提案との
理解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。

51 要求水準書 57 第8 1
(11
)

報告書の提出

開業準備期間中の各種報告書提出は不要との理
解でよろしいでしょうか。

ご理解の通りです。
なお、開業準備業務終了後、実施した内容につ
いて書類にてご報告ください。

52 要求水準書 71 第9 1
(11
)

ア
(表)各責任者の配
置基準

5/11の回答で調理責任者・調理副責任者は、調
理師資格を有する者に限る（原案のとおり）と
回答がありましたが、食品衛生責任者の資格欄
に、所定の資格を有する場合において調理責任
者もしくは調理副責任者と兼任可となっており
ますので、栄養士の資格を有する者も調理責任
者・調理副責任者をできるとの理解でよろしい
でしょうか。

調理責任者・調理副責任者は、調理師資格を有
する者に限ります。
食品衛生責任者の資格等欄の記述は、食品衛生
責任者としての兼任が可能であることを示すも
のであり、調理責任者・調理副責任者の資格要
件を緩和する趣旨ではございません。

53 要求水準書 74 第9 2 (1)
(表)現在の食品等
の納品時間

前日納品の時間が10:00～11:00となっておりま
すが、調理や配缶がピークの時間帯となり、不
要な人件費(検収要員)が発生してしまいます。
納品時間を午後に変更していただくことは可能
でしょうか。

要求水準書に記載の納品時間は、現在の納品時
間を参考として、記載しているものです。
納品時間については、供用開始前に納品業者と
可能な限り調整します。

54 要求水準書 75 第9 3 (2) ア 調理業務

「一部の個包装デザート等については、2町が別
途手配する納入業者が学校へ直送する」とあり
ますが、添物用仕分室において保冷・冷凍保管
を要する個包装デザートの取り扱いは想定され
ていないとの理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

55 要求水準書 77 第9 3 (3) ア 検食準備

(ア)煮炊き釜で調理するものは釜ごと・・・調
理責任者が確認すること。とあり、(イ)調理責
任者の味見確認後、2町の検食を受けること。と
ありますので、釜調理するものは、全ての釜分
の検食が必要との理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

56 要求水準書 77 第9 3 (3) イ (ｳ)
調理済み食品の採
取及び保存業務

配送校へ直送される食品についても、本施設に
おいて保存すること。とありますので、保存食
採取分を本施設へ納品されるとの理解でよろし
いでしょうか。

ご理解のとおりです。
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【要求水準書に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

57 要求水準書 78 第9 5 (1) ア 基本事項

食器・食缶等を・・・各階配膳室に収めるこ
と。とありますが、配送員が各配膳室まで運ぶ
際、白衣等の着替えは事業者の提案との理解で
よろしいでしょうか。

提案に委ねますが、衛生面を優先した適切な服
装を心がけてください。

58 要求水準書 78 第9 5 (1) ア
配送回収業務
基本事項

「給食終了後は各学級から配膳室に返却された
コンテナ（学校直送品は除く。）を、本施設に
速やかに回収すること」とありますが、牛乳
パックやデザート等の個包装容器については、
学校側にて分別・処分を行うとの理解でよろし
いでしょうか。
また、要求水準書 p.27「（ウ）排水設備」に牛
乳の飲み残しへの対応について記載があります
が、飲み残しは食缶等に残渣として回収され、
本施設に搬送されるとの理解でよろしいでしょ
うか。

ご理解のとおりです。
牛乳の飲み残しは食缶等に残渣として回収さ
れ、センターにて処分します。牛乳パックは学
校で処分します。

59 要求水準書 79 第9 5 (2) オ 配送・回収業務

コンテナの配送・回収にあわせて、本施設と学
校間の書類等を運ぶこと。とありますが、各学
校から回収する際は、配膳室に書類が用意され
ているとの理解でよろしいでしょうか。
また、各学校へ運ぶ際は、配膳室へ届けるとの
理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

60 要求水準書 79 第9 6 廃棄物等処理業務

牛乳及び牛乳パックの処理方法についてはどの
ように想定しておりますでしょうか。

要求水準書に関する質問書回答No.58を参照くだ
さい。

61 要求水準書 80 第9 6 (2) ウ 廃棄物等処理業務

廃油処分に係る収入がある場合、2町の歳入とす
ることは想定されていますか。

想定していません。

62 要求水準書 80 第9 6 (2) 廃棄物処理等業務

予定価格が非常に厳しい条件であることを踏ま
え、「廃棄物等処理業務」における処分費用に
ついては、2町側の負担としていただけないで
しょうか。

原案のとおりします。

63 要求水準書 80 第9 6 (1) ア 残量調査業務

2町の要請に応じて学級ごとに計量・記録を行い
2町に提出すること。とありますので、要請がな
い時の計量方法は事業者に委ねるとの理解でよ
ろしいでしょうか。

残量の計量・記録は、給食実施日は毎日実施し
てもらいます。なお「2町の要請に応じて」を削
除します。

64 要求水準書 80 第9 7
運営備品保守管理
業務

運営期間中、食器かごのみ事業者側で２回更新
とされていますが、予定価格が非常に厳しい条
件であることを踏まえ、こちらについても2町側
の負担としていただけないでしょうか。

原案のとおりします。

65 要求水準書 81 第9 6 (1) イ (ｴ)
従業員等の健康管
理

業務従事者が・・・調理業務に従事させず、医
療機関を受診させる。とありますが、切創等で
も受診が必要なのでしょうか。
また、適切な措置(絆創膏を貼り、ニトリル手袋
着用等)を行った場合でも調理業務(清潔作業除
く)に従事できないのでしょうか。

大きな外傷、手指の大きな傷（化膿）がない場
合は医療機関の受診は不要とします。
なお、手指に傷や手荒れがある場合は、ゴム手
袋又は使い捨て手袋を使用しての従事は可とし
ます。文部科学省の学校給食衛生管理基準を遵
守してください。

66 要求水準書 83 第9 10 (2)
パンフレットの作
成

事業仮契約書P33には、供用開始までに10,000部
作成し提出とありますが、本項では供用開始後
速やかに2,000部作成と記載されております。計
12,000部必要となりますでしょうか。

要求水準書に記載の2,000部が正となります。事
業仮契約書（案）は2,000部に修正します。

67 要求水準書 資料5

（参考）現３施設の献立表及び食材資料
ベビーチーズやスライスチーズは学校直送品と
考えてよいですか。

ご理解のとおりです。

68 要求水準書

室名称について、「アレルギー対応調理室」と
「アレルギー対応食調理室」がありますが、他
頁との整合性を踏まえて「アレルギー対応食調
理室」の理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。室名称「アレルギー対応
調理室」を「アレルギー対応食調理室」に修正
します。

69 要求水準書

「調理員」と「調理業務従事者」の記載があり
ますが、両者の定義及び使い分けについてご教
示ください。
また、「調理員」は「調理業務従事者」の一部
を指すものと理解してよろしいでしょうか。そ
れとも両者は同義のものとして使用されている
のでしょうか。

該当箇所について「調理員」に統一して修正し
ます。
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【様式集に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) 様式 項目名 質問の内容 回答

1 様式集 2 2 (4)

参加表明書及び参
加資格審査に関す
る提出書類

各業務の参加資格審査申請書に添付する書類の
うち「会社概要」は担務する企業のパンフレッ
トでもよろしいでしょうか。（同様式2-5～2-11
参照）

ご理解のとおりです。

2 様式集 3 1 (6)

提出書類及び部数 事業計画に関する提案書から運営に関する提案
書は正本1部、副本15部となっています。副本10
部の間違いではないでしょうか。

提案書様式6～9の「副本15部」は「副本10部」
へ修正します。

3 様式集 3 2 (5)

提案内容に関する
提出書類

提案書様式6～9は副本が15部に対して、様式10
～11は副本が10部、図面集の様式12も9部なので
すが問題ないでしょうか。

様式集に関する質問書回答No.2を参照くださ
い。

4 様式集 5 2 (6)

提案内容に関する
提出書類

各様式の制限枚数が設定されておりますが、補
足資料・参考資料の添付は別途認められますで
しょうか。（市内企業等の関心表明書など）

可とします。

5 様式集 2-5～11

参加資格審査申請
書
添付書類

添付書類の中に印鑑証明書とありますが、印鑑
登録をしているのは本社の印鑑となります。支
店等で参加する場合は、委任状で対応すること
は可能でしょうか。

可とします。

6 様式集 2-5～11

参加資格審査申請
書
添付書類

添付書類の中に、納税証明書【国税及び地方
税】とありますが、地方税納付義務がない場合
は、『納税証明書「その3の3」』（法人税と消
費税及地方消費税に未納税額がないこと）を提
出すればよいでしょうか。

ご理解のとおりです。

7 様式集 2-5

参加資格審査申請
書（設計業務に当
たる者）

「⑦建築士法（昭和25 年法律第202 号）第23
条第１項の規定により、一級建築士事務所の登
録を受けたものであることを証する書類」は写
しでもよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

8
様式集
（Excel）

6-3②

資金調達計画書 SPCにおける借入は建設期間中のみを想定してお
り、維持管理運営期間中の長期ローンは発生し
ないという認識ですが、PIRR、DSCRは算定不要
と理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

9
様式集
（Excel）

6-3⑤

サービス対価Ｃ④
修繕・更新費（固
定費）内訳書

修繕・更新費は、特段平準化する必要はなく、
提案した金額を毎年度お支払いいただけるとい
う理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

10 様式集 12-1j

調理設備計画 本様式に貼付する様式集word P.66においてj.調
理設備配置図となっています。
従いまして本様式はk.調理設備リストの謝り
で、「様式12-1k」が正ではないでしょうか。

「様式12-1k」が正です。様式集を修正して公表
します。

11 様式集 12-1j イ

調理設備計画 「A3サイズ横版で作成し、A4に折り込むこと」
とありますが、図面集に綴じ込むのであれば折
り込まない方がよろしいのではないでしょう
か。

様式集（word編）P4④イを参照ください。

12 様式集 12-4 イ

各種備品リスト 「A3サイズ横版で作成し、A4に折り込むこと」
とありますが、図面集に綴じ込むのであれば折
り込まない方がよろしいのではないでしょう
か。

様式集（word編）P4④イを参照ください。

13
様式集
（Excel）

12-4

各種備品リスト N列に「（写真等）」と記載がありますが、全て
の備品の写真を添付する必要はないと理解して
よろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

14
様式集
（Excel）

12-4

各種備品リスト 配送車両をリースで調達する場合、金額欄は
「リースで調達」等と表現すれば良いでしょう
か。

ご理解のとおりです。
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【落札者決定基準に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

1
落札者決定
基準

4,5
～
13

2 (2)

評価項目の採点基
準、別紙　技術審
査における評価項
目及び配点

技術審査は、別紙「技術審査における評価項目
及び配点」に示す項目ごとに行い、5段階評価に
より得点を付与すると記載されています。
一方で、同別紙では、各評価項目内に複数の
「評価の視点」が示されています。
評価ランク「A（要求水準を大きく超え、具体的
かつ優れた提案がある。）」を当該評価項目に
付与するためには、当該評価項目に含まれるす
べての「評価の視点」について、個々に要求水
準を大きく超える提案であることが必要でしょ
うか。
それとも、各「評価の視点」の内容を総合的に
勘案し、評価項目全体として「A」に相当すると
判断されれば足りる、との理解でよろしいで
しょうか。
なお、「評価の視点」ごとに個別の内部採点又
は重み付けが行われる場合は、その考え方につ
いてもご教示ください。

評価の視点ごとに点数の重み付け等は設定して
おりません。なお、具体的な評価方法について
は審査委員会による評価となるため、「評価の
視点」に記載する以上の評価方法についてはお
答えできません。

2
落札者決定
基準

6 2 (2)

敷地ゾーニング、
諸室の配置及び動
線計画

「見学機能について、調理工程の見学が可能で
食育に寄与する具体的かつ優れた提案がなされ
ているか。」とありますが、様式集の該当する
様式では「効率的な動線により」という表現が
追加となっています。どちらが正かご教授くだ
さい。

落札者決定基準を正とし、様式集の該当箇所を
修正します。

3
落札者決定
基準

7 2 (4)

構造計画、建築設
備計画

「施設計画等と整合のとれた具体的かつ優れた
提案がなされているか。」とありますが、様式
集の該当する様式では「建築計画等」となって
います。どちらが正かご教授ください。

様式集を正とし、落札者決定基準の該当箇所を
修正します。

4
落札者選定
基準

9 4 (1)

運営体制及びモニ
タリング

文章の中に、「業務従事者」と「業務に従事す
る職員」との文言がありますが、違いはありま
すでしょうか。

該当箇所について「業務従事者」に修正しま
す。

5
落札者決定
基準

12 5 (2)

設計・工事監理業
務における2町商工
会会員への委託率

委託率とは構成員又は協力企業で組成された設
計・工事監理企業のうち2町商工会会員企業の委
託金額であって、構成員又は協力企業以外の下
請企業への委託金額は含まれないとの理解でよ
ろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

6
落札者決定
基準

12 5 (2)

建設業務における2
町内企業への請負
率

請負率とは構成員又は協力企業で組成された建
設企業のうち2町商工会会員企業の請負金額で
あって、構成員又は協力企業以外の下請企業へ
の委託金額は含まれないとの理解でよろしいで
しょうか。

ご理解のとおりです。

7
落札者決定
基準

別紙 5 (1)

(1-1)八重瀬町民雇
用の有無

「雇用者数については令和8年6月19日時点で在
籍する正社員」とのことですが、当該雇用者数
については、いつ、どのように確認される予定
でしょうか。

様式10-1①により確認します。

8
落札者決定
基準

別紙 5 (2)

地域経済への貢献 「設計・工事監理・建設業務に当たる者」と
は、参加表明で提出した構成員・協力企業の各
企業が該当するのでしょうか。もしくは、上記
を含め、下請け業者（一次下請けまで？）も含
めるのかご教示ください。

前段のとおりとし、下請け業者は含みません。

9
落札者決定
基準

別紙 5 (2)

地域経済への貢献 （2-1）～（2-3）について、商工会会員である
ことの確認日はいつの時点でしょうか。

参加資格表明書、参加資格審査申請書類の受付
期間の最終日とします。

10
落札者決定
基準

別紙 5 (2)

（2-3）設計・工事
監理業務における2
町商工会会員への
委託率

現在は商工会会員企業ではないが、提案提出日
において会員になる場合は、こちらの算定式の
対象に含められるという理解で良いでしょう
か。

落札者決定基準に関する質問書回答No.9を参照
ください。

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

ま

と

め

る

12



【落札者決定基準に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) ア (ｱ) a 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

11
落札者決定
基準

別紙 5 (2)

地域要件に関する
提案

落札者決定基準（p.12～13）（2-4）～（2-8）
について、
①評価対象者は、資格審査書類に記載した構成
員・協力企業に加えて、下請企業までと理解し
てよろしいでしょうか。
②評価基準日は提案審査書類提出時点と理解し
てよろしいでしょうか。
両町内に営業所を有している企業の積極的な参
画のため、基準日を提案審査書類提出日までと
して幅広く参画検討する時間を設けていただき
たいという趣旨です。
③協力企業の追加や変更を提案審査書類提出日
までとする事をお認めいただく事は可能でしょ
うか。
今後検討する提案内容により、地元企業への工
事発注内容や量の変化が予想されます。また地
元企業の工事請負可能量や人員の対応可能人数
の増減により地元発注会社数の増減や変更に対
応する必要があるためです。

①評価対象は構成員及び協力企業です。

②(2-1)～(2-8)の評価基準日は参加資格表明
書、参加資格審査申請書類の受付期間の最終日
とします。

③原案のとおりとします。

12
落札者決定
基準

別紙 5 (2)

(2-7)建設業務にお
ける八重瀬町商工
会会員の有無

「建設業務に当たる者」とは、参加表明におけ
る構成員・協力企業に限らず、活用を想定する
下請け企業も含めて考えれば宜しいでしょう
か。

落札者決定基準に関する質問書回答No.8を参照
ください。
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【基本協定書（案）に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1 1 (1) 項目名 質問の内容 回答

1
基本協定書
(案)

2 第3条 4

SPCの設立 『2町のための株式担保権を設定』について、通
常、金融機関が各社が保有する株式へ担保設定を
行うため、2町が第一順位の担保権を保持するこ
とは難しいと思われますが、どのような考え方を
想定されておりますでしょうか（2番順位でも問
題ないなど）
また、上記事項の記載に際し、金融機関への確認
は行われておりますでしょうか。

本件の履行のための資金調達先である金融機関が
担保権設定する場合、2町は本項に定める要請を
行いません。

2
基本協定書
(案)

7 第10条 6

本協定の解除等 6号の記載について、超長期にわたる本事業にお
いて、いずれかの企業が該当した場合に救済策が
ないのは厳しい条件と考えます。第6条3項3号但
し書きの準用により、代表企業を除く協定当事者
の入れ替えは可能、となりませんでしょうか。ま
た、10条2項2号とのつながりが見えにくく、補足
説明をお願いします。

10条6項各号は、管財人等から本協定を解除した
場合の規定です。
6条3項3号のみ該当の場合は、10条1項1号により
本協定を解除しないことができる規定となってお
り、代表企業以外の協定当事者の入れ替えは可能
です。また、10条2項各号については、協定解除
の有無に関わらず違約金の負担について規定して
います。
なお、2町からの解除の場合は6条3項の規定に従
うこととなります。

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答
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【事業仮契約書（案）に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1条 1 (1) 項目名 質問の内容 回答

1
事業仮契約
書（案）

44 第64条 1 (1)

引渡し日前の解
除の効力

第60条の規定により事業契約が解除された場合、
施設整備に要した費用の対価の算出にあたっては
「入札説明書」別紙3　P31　1.サービス対価の構
成に記載のあるサービス対価A②その他費用も含
まれるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

2
事業仮契約
書（案）

9 第8条 1

契約保証金 2町に寄託する履行保証保険契約の保険証券は、
複写で問題ございませんでしょうか。

原本をご提出ください。

3
事業仮契約
書（案）

9 第8条 3

契約保証金 履行保証保険による契約保証金対応とする場合、
保険契約者をSPCから業務を受託する各個別企業
とし、各々の保証金額の合計が、規定されている
金額以上にする方法も認められる、との理解で宜
しいでしょうか。

履行保証保険をもって契約保証金に代える場合に
おける保険契約者については、SPC を保険契約者
とし、当該 SPC が締結する履行保証保険の保証
金額を、第８条に規定する契約保証金額以上とす
ることとしてください。

4
事業仮契約
書（案）

10 第8条 7

契約保証金 入札説明書P31に施設整備費用は一括払いとの記
載があるため、割賦金利は発生しないものと捉え
ておりますが、見解をご教示願います。（その
他、複数の条文に同様の記載がございます）

基本的に割賦払いは想定していませんが、割賦払
いが後発的に発生した場合の規定です。割賦金利
が生じなければ空文化されます。

5
事業仮契約
書（案）

14 第14条

許認可及び届出
等

第14条第1項において許認可取得は原則として事
業者の自己責任・費用負担とされていますが、2
町が主体となって実施する造成工事・雨水貯留施
設整備に係る盛土規制法上の許可申請・届出は、
同条第5項に基づき2町が主体となって行うとの理
解でよいでしょうか。その場合、2町による許可
取得の遅延が事業スケジュール（事業者の工事着
工・工期・引渡し等）に影響を及ぼしたときのリ
スク（工期延長・費用増加等）は、2町の負担と
なるとの理解でよいでしょうか。

ご理解のとおりです。

6
事業仮契約
書（案）

21 第25条 1

関連工事等の調
整

2町にて持ち込む設備とは、どのような設備を想
定しておりますでしょうか。

現時点では2町にて持ち込む設備を含め、事業仮
契約書（案）第25条（工事期間中の関連工事）の
発生自体想定していませんが、関連工事等が後発
的に発生した場合の規定です。発生しない場合に
は空文化されます。

7
事業仮契約
書（案）

24 第31条

工事の一時停止 両町が実施する造成工事および雨水貯留施設整備
において、盛土規制法に基づく許可取得の遅延に
より、事業者による本件工事の着工が遅延する可
能性があります。
この場合、第31条に基づき両町が工事の一時停止
を指示したときは、当該一時停止により事業者に
生じる損害、損失及び費用については、両町が負
担するとの理解でよろしいでしょうか。
また、これに伴い供用開始予定日が変更された場
合、事業期間満了日が変更されないときは、事業
者の運営期間が短縮されるリスクが生じます。
したがって、両町の責めに帰すべき事由により供
用開始予定日が変更される場合には、事業期間満
了日についても、当該変更日数に応じて変更され
るものと理解してよろしいでしょうか。

本件工事の着工遅延に関する事項につきまして
は、事業仮契約書（案）第31条から第33条に示す
とおりとなります。また、運営開始の遅延に関す
る事項については、事業仮契約書（案）第38条を
参照ください。

8
事業仮契約
書（案）

24 第31条 2

工事の一時停止 2町の必要に応じて供用開始予定日を変更した場
合、事業側で準備する備品等もあるため、維持管
理運営期間減に伴う補填はどのように考えられま
すでしょうか。

事業仮契約書（案）第38条に示すとおりとなりま
す。

9
事業仮契約
書（案）

28 第38条 4 (1)

運用開始の遅延 「合理的な範囲の損害」とはどちらにとっての損
害でしょうか。
仮に、両町：現施設における委託費増、事業者：
期間減による逸失利益が同額の場合は無しという
理解でよろしいでしょうか。

事業者に生じた損害を指します。

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答
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【事業仮契約書（案）に関する質問書回答】 （令和8年8月7日公表）

No 書類名 頁 第1条 1 (1) 項目名 質問の内容 回答

八重瀬町・与那原町学校給食センター整備・運営事業　入札説明書等に関する質問・意見への回答

10
事業仮契約
書（案）

34 第43条 6

業務全体計画書
及びマニュアル
等の提出

パンフレットや映像データの「随時改訂」とはど
のような内容が想定されますでしょうか。
金額算出にあたり、ご教示願います。

映像データにおいては、改定を想定していないた
め、事業仮契約書第43条第6項の一部を修正しま
す。
パンフレットにおいては、現時点で改訂の予定は
ありませんが、改訂の必要が生じた場合には、協
議の上対応していただくこととなります。ただ
し、パンフレットを新たに作成し直すことは想定
していません。なお、改訂が生じた際の費用負担
は２町負担とします。

11
事業仮契約
書（案）

34 第45条 2

費用負担 光熱水費の負担について、2町が設定する予定価
格を超過した場合においても予算で負担していた
だけると理解してよろしいでしょうか。
(様式上も記載箇所がないと理解しております)

光熱水費については2町が直接支払うため、予定
価格には含んでおりません。

12
事業仮契約
書（案）

37 第50条 5

業務の安全確保 「本契約に別段の定めがない限り」とあります
が、対象事案によっては、別紙8に則り、負担者
および額を決定すると理解してよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

13
事業仮契約
書（案）

44 第64条 1 (2)

引渡し日前の解
除の効力

第59条又は第61条の規定により事業契約が解除さ
れた場合、施設整備に要した費用の対価の算出に
あたっては「入札説明書」別紙3　P31　1.サービ
ス対価の構成に記載のあるサービス対価A②その
他費用も含まれるという理解でよろしいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

14
事業仮契約
書（案）

45 第64条 1 (3)

引渡し日前の解
除の効力

第62条の規定により事業契約が解除された場合、
施設整備に要した費用の対価の算出にあたっては
「入札説明書」別紙3　P31　1.サービス対価の構
成に記載のあるサービス対価A②その他費用も含
まれるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

15
事業仮契約
書（案）

49 第72条

金融機関等との
協議

前回の質問書・意見書への回答（2026年5月11日
公表）における質問書No.25の質問に「事業者の
資金調達が不要となる事業スキームとしていただ
いていますが～」との記載がありましたが、本回
答では同記載に関するコメントはございませんで
した。
本条文に直接協定締結に関する記載があることか
ら、事業者側での資金調達も必要の認識で良いで
しょうか。

竣工払いですので、特に長期の資金調達について
不要と考えています。もし施設整備期間中に資金
調達が必要な場合には、事業者の責任で調達して
ください。その場合であっても合理的な直接協定
であれば締結可能です。そのような見通しがある
場合には、提案書に克明に記載してください。

16
事業仮契約
書（案）

65 別紙8

不可抗力による
損害

不可抗力が生じた場合の施設整備費に相当する額
が100分の１に至るまでは事業者負担するとあり
ますが、仮に施設整備が50億の場合5千万が事業
者負担となるため、かなりの負担額となります。
改めて負担割合について変更いただけないでしょ
うか。

国土交通省が示す公共工事標準請負契約約款に準
じており、一般の公共工事と同様の分担となりま
す。2町としては事業者の損害軽減を引き出すた
めの必要な規定となります。

16


